
保育所（小規模保育事業、分園・増築）の設置・運営者の募集について 

 
１ 募集の趣旨 

  令和３年２月に策定した第２期那珂市子ども・子育て支援事業計画 
～待機児童解消等アクションプラン～では、０～２歳児の保育需要が当面の間、高い状

態での推移が予測されていることから、新たに保育施設を整備することで、保育の供給

体制を確保していきたいと考えています。この整備計画の一環として、児童福祉法に定

める認可保育所等の設置・運営を担っていただく事業者を募集し、応募事業者の提案内

容、財務状況等を総合的に審査した上で、提案の採択の可否をプロポーザル方式（企画

立案方式）により決定したいと考えております。 
 
２ 保育施設整備についての選定内容等について 

（１）プロポーザル方式（企画立案方式）による保育施設の公募 
低年齢児の保育需要が当面の間、高い状態で推移することが予測されることと、

市内の各地区の保育需要から勘案し、設置・運営を担っていただく事業者を募集し、

那珂市保育所等運営者選定委員会において応募事業者の提案内容、財務状況等を総

合的に審査した上で、提案の採択の可否をプロポーザル方式（企画立案方式）によ

り決定し、選定された設置・運営事業者は、提案内容を基本として、設置・運営に

向けた協議を市と行うこととします。 
（２）募集施設規模等について 

・地域型保育事業（０～２歳まで１９人）２か所または、 
・既存施設の増設・分園（０～２歳まで３０人） 

 
※第２期那珂市子ども・子育て支援事業計画 
～待機児童解消等アクションプラン～（抜粋） 
整備する保育施設の内容とスケジュール 
① 短期的計画 
 短期（⇒保育士の基準数） メリット デメリット 

手法 
・ 

保育枠 
・ 

保育士 

地域型保育事業（２か所） 
０歳：  ５人⇒３人 
１歳：  ７人⇒２人 
２歳：  ７人⇒２人 計７人 

計：１９人×２＝３８人 

・未満児に対応 
・大きな施設が不要 
・整備費用負担少額 

・３歳児への連携・つなぎに
不安 

・連携協力施設が近隣にない
と不便をきたす 

既存施設の増設・分園 
０歳：  ６人⇒３人 
１歳：１２人⇒２人 
２歳：１２人⇒２人 

計：３０人⇒計６人 

・既存法人の安心運営 
・整備費用負担少額 
・３歳児への連携が容易（立地

場所） 

・新規参入不可 
・隣接の建設用地が必要とな

る 
・３歳児への連携が困難（保

育人数のつなぎ） 

整備地域 菅谷地区 又は 五台地区 

・市内の子どもの数に準ずる 
・自転車送迎可（車がない生活

困窮者などの地理的優位性） 
・通勤途中など利便性高い 

・周辺地域の活性化に繋がら
ず 
・連携協力施設と近い方が望
ましい 
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３ 補助金等の活用について 

（１） 小規模保育事業所にかかる施設整備及び運営費等に関する補助金 
・本体工事費 補助基準額 71,400千円（上限額） 
・特殊付帯工事 10,830千円（上限額） 
・設計料加算 国交付基準額の５％ 
・開設準備加算 37千円（１人当り）×定員数 
・土地借料加算（賃借の場合） 16,100千円 
・負担割合 事業者１／４ 

（２） 認可保育所（分園・増築）にかかる施設整備及び運営費等に関する補助金 
・本体工事費（21～30名） 補助基準額 74,900千円（上限額） 
・特殊付帯工事 10,830千円（上限額） 
・設計料加算 国交付基準額の５％ 
・開設準備加算 28千円（１人当り）×定員数 
・土地借料加算（賃借の場合） 16,100千円 
・負担割合 事業者１／４ 
※令和２年度補助基準額になりますので、令和４年度につきましては、補助額等が

異なる場合があります。また、要件により基準額が変わる場合があります。 
 
４ 那珂市保育所等運営者選定委員会の設置について 

     保育所等を運営する者を公募により選定するに当り、公平かつ適正な選定を行うた

め、那珂市保育所等運営選定委員会設置要項を策定し、設置します。 
 選定委員会にて審議の上、結果につきまして、市長に報告します。 

 
５ スケジュール（案） 

 
令和３年 令和４年 令和5年 

5 月 6 月 7 月 9 月 10 月 11 月 12 月 2 月 3 月 4 月 11 月 4 月 
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・
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那珂市保育所等運営者選定委員会設置要綱（案） 

 

（設置） 

第１条 市内で保育所等（保育所、幼保連携型認定こども園及び地域型保育事業（小

規模保育事業をいう。）をいう。以下同じ。）を運営する者（以下「運営者」と

いう。）を、公募により公平かつ適正に選定するため、那珂市保育所等運営者選

定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議し、その結果を市長に報告するも

のとする。 

（１） 運営者の募集に関する事項 

（２） 運営者の選定に関する事項 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（構成） 

第３条 委員会は、次に掲げる者をもって構成する。 

（１） 副市長 

（２） 保健福祉部長 

（３） 企画部長 

（４） 建設部長 

（５） 教育部長 

（６） 学識経験者 ４人 

（７） 住民を代表する者 １人 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は副市長を、副委員長は保健

福祉部長をもって充てる。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要に応じて招集し、

会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の関係者の出席を求め、

説明又は意見を聴くことができる。 

５ 会議は、非公開とする。 

（守秘義務） 

第６条 委員及び前条第４項の規定により会議に出席した関係者は、会議の内容そ

の他職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様と
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する。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、保健福祉部こども課において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年５月１７日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和４年３月３１日限り、その効力を失う。 

 



 

 

 

 

 

那珂市小規模保育事業所設置・運営者募集要項

（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月開設分 

 

 

那 珂 市 
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１ 募集の趣旨 

那珂市（以下「市」といいます。）では、０～２歳児の保育需要が当面の間、高い状態

で推移することが予測されることから、小規模保育事業Ａ型を新たに整備することにより、

保育の供給体制を確保していきたいと考えています。 

この整備計画の一環として、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の１５

第２項に定める家庭的保育事業等のうち、同法第６条の３第１０項に定める小規模保育事

業の設置・運営を担っていただく事業者（以下「設置・運営事業者」といいます。）を募集

し、応募事業者の提案内容、財務状況等を総合的に審査した上で、提案の採択の可否をプ

ロポーザル方式（企画立案方式）により決定します。 

選定された設置・運営事業者は、提案内容を基本として、設置・運営に向けた協議を市

と行うこととします。 

募集内容や応募方法などについて確認したい場合は、応募書類の提出に先立ち、事前の

質問相談をお受けします。なお、応募に伴う費用の一切は、応募者の負担となります。 

保育事業に熱意と責任のある皆様からのご応募をお願いします。 

 

２ 対象施設等 

（１）施設の種別   小規模保育事業Ａ型 

（２）対象地域   全  域 

※菅谷地区・五台地区については、重点整備区域として審査に反

映されます。 

（３）定 員   原則１９名 

 ※「０歳児定員０人」となることや、「年齢が上がることによって

定員が減少する定員構成」は認めません。 

 ※保育需要の推移によっては定員を超える入所を依頼することが

予想されることから、保育室は募集定員枠よりも余裕をもった

面積を確保するよう努めてください。 

（４）開設の時期   令和５年４月１日 ※令和４年度（単年度）整備となります。 

 （早期に施設整備、認可等が完了した場合は、令和５年４月１日

以前の開設が可能） 

（５）誘致施設数   ２施設予定 

      

３ 応募資格 

 次の条件をすべて満たしている法人または法人設立を予定している者（以下「法人等」と

いいます。）とします。 

（１）令和３年４月１日現在において、認可保育所、認定こども園、地域型保育施設、認

可外保育施設または企業主導型保育施設のいずれかを３年以上運営していること。 

（２）法人及び代表者（就任予定者を含む）が国税・地方税を滞納していないこと。 
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（３）直近３年間の会計年度において、３年間連続して損失を計上していないこと。 

（４）事業主体及び運営している幼児教育・保育に関する施設において、直近２年間に実

施された場合において、所管庁の監査、指導検査等において、文書指摘を受けていな

いこと。（ただし、文書指摘を受けていた場合であっても、適正な改善報告がなされて

いる場合は、指摘を受けていない場合と同様に取り扱います。） 

（５）那珂市暴力団排除条例（平成２３年那珂市条例第３１号）第２条第１号に規定する

暴力団でないこと。 

（６）役員等が那珂市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に

規定する暴力団員等でなくなった日から５年を経過していない者でないこと。 

（７）その他の法律等に抵触していないこと。 

（８）施設を利用する児童・保護者はもとより、地域との信頼関係を築くことができるこ

と。 

（９）社会福祉事業に熱意と見識を有し、良好な実績があること。 

（10） 小規模保育事業を運営するために必要な経営基盤及び社会的信望を有していること。 

（11）国が掲げる保育指針等を十分に理解し、市の保育行政について積極的に協力するこ

と。 

（12）那珂市認可保育所（分園・増築）設置・運営者に応募していないこと。 

    

４ 整備・運営等の条件 

施設の整備及び運営については、次の条件をすべて満たすことが必要です。 

（１）施設の整備について 

① 整備予定地・建物は、法人等が所有若しくは取得見込みであること。 

※ただし、やむを得ない事由がある場合は賃貸借を可とします。なお、賃貸借の場

合は、「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について」（平成

16年雇児発第0524002・社援発第0524008号通知 ※平成26年改正）によります。 

② 整備予定地・建物には、第三者の抵当権等、施設存続の支障となり得る権利設定

がないこと又はその権利の抹消が確実であること。 

③ 整備予定地は、公道に面していること又は進入路が確実に確保されていることと

し、また、緊急車両等が容易に進入できる幅員を確保されていること。 

④ 整備予定地・建物が建築基準法、都市計画法、消防法及びその他関係法令等の基

準を満たしていること。 

⑤ 建築基準法で定める用途変更等については、所管する関係行政機関と協議したう

え、必要に応じて「保育所」 とすること。なお、延床面積が２００㎡以下で建築確

認を行わない場合であっても、 建築基準法及び同法施行令上の 「保育所」 の基準

を満たす旨の建築士による証明が提出できること。 

⑥ 都市計画法における開発行為に関する届出が必要な場合には、事前に担当部署と

協議を行っていること。 

⑦ 那珂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第３１号）に規定する最低基準を満たすこと。 

※最低基準を超えて設備を有することについて、妨げるものではありません。 

〔１〕 乳児室又はほふく室、調理設備及び便所を設けること。また、乳児室又は
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ほふく室の面積は、乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき３．３㎡以上で

あること。 

〔２〕 保育室又は遊戯室、屋外遊戯場、調理設備及び便所を設けること。保育室

又は遊戯室の面積は、満２歳以上１人につき１．９８㎡以上、屋外遊戯場の面

積は満２歳以上１人につき３．３㎡以上であること。なお、屋外遊戯場を同一

敷地に確保できない場合は、施設付近に屋外遊戯場に代わるべき場所を確保す

ること。 

〔３〕 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）を２階

に設ける建物は次のア、イ及びカに掲げる要件に、保育室等を３階以上に設け

る建物は次のアからクまでに掲げる要件に該当するものであること。 

ア 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２に規定する耐

火建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建築物であること。 

イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に

掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる施設又は設備が一以上設け

られていること。 

階 区分 施設又は設備 

２階 常用 １ 屋内階段 

２ 屋外階段 

避難用 １ 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第

１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構

造の屋内階段 

２ 待避上有効なバルコニー 

３ 建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造

の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備 

４ 屋外階段 

３階 常用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第

３項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 屋外階段 

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第

３項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外

傾斜路又はこれに準ずる設備 

３ 屋外階段 

４ 階 以

上の階 

常用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第

３項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する

構造の屋外階段 

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第

３項各号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第

１項の場合においては、当該階段の構造は、建築物の

１階から保育室等が設けられている階までの部分に限



- 5 - 

 

り、屋内と階段室とは、バルコニー又は付室（階段室

が同条第３項第２号に規定する構造を有する場合を除

き、同号に規定する構造を有するものに限る。）を通じ

て連絡することとし、かつ、同条第３項第３号、第４

号及び第１０号を満たすものとする。） 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外

傾斜路 

３ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する

構造の屋外階段 

ウ イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等

の各部分からその一に至る歩行距離が３０メートル以下となるように設け

られていること。 

エ 調理設備（次に掲げる要件のいずれかに該当するものを除く。以下このエ

において同じ。）以外の部分と調理設備の部分が建築基準法第２条第７号に

規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第１１２条第１項

に規定する特定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、

暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又はこれに

近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられていること。 

（ア）スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられ

ていること。 

（イ）調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該

調理設備の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられているこ

と。 

オ 壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしていること。 

カ 保育室等その他乳幼児が出入し、又は通行する場所に、乳幼児の転落事故

を防止する設備が設けられていること。 

キ 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設

けられていること。 

ク カーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が施されている

こと 

⑧ 災害（水害、土砂災害、津波等）に対する安全性が確保されていること。 

⑨ 設計にあたっては、園舎・園庭の配置や駐車場・駐輪場の確保等近隣の住環境へ

の影響を十分考慮した計画とすること。 

 

（２）運営について 

① 運営において、児童福祉法、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号)、

那珂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例、那珂市特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 （令和元年

条例第２６号）を満たし、かつ市の指導に従うこと。 

② 小規模保育事業所に係る土地、建物及び備品等の維持管理に要する費用は、事業

者自らが負担すること。 

③  保護者及び地域関係者の要請に応じ、地域に根ざした運営に努めること。 
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④  当該施設に勤務する職員の資質向上とあわせ、 適切な処遇を図ること。 

⑤ 職員は、施設長、保育士（乳児３人につき１人、満１歳以上満３歳に満たない幼

児６人につき１人）、嘱託医及び調理員を置くこと。ただし、搬入施設から食事を搬

入する場合は、調理員を置かないことができる。また、保育士の算定に当たっては、

保健師、看護師又は准看護師を１人に限り保育士とみなすことができる。 

（３）保育内容 

 ① 保育所保育指針（平成２９年厚生労働省第１１７号）に沿った保育の内容を基本

とし、地域の保育ニーズに対応したものとすること。 

 ② ０歳児（産休明け）から２歳児までのすべての児童を受け入れること。 

 ③延長保育事業は、保護者のニーズに対応した時間帯で実施すること。 

  ※延長保育事業以外にも、障がい児の受け入れや地域子ども・子育て支援事業を積

極的に提案してください。ただし、実施事業の決定に当たり、市との協議を経るこ

とが必要です。 

（４）開所日等 

  ①開所日  

日曜日、祝日及び１２月２９日から１月３日までを除く月曜日から土曜日まで 

  ②開所時間  

午前７時００分から午後６時まで１１時間開所 

   ※標準的な時間帯であり、保育ニーズの実態に合わせて開園の時間帯を連続した 

１１時間としたうえで調整することは妨げません。 

（５）給食 

   給食については、原則、当該施設内で調理を行うこと。また、児童の健康状態に応

じアレルギー食等への配慮を行うこと。 

（６）連携施設の確保 

   子ども・子育て支援法第７条第４項に規定する、連携協力を行う、保育所、幼稚園

及び認定こども園を適切に確保すること。 

   ア 保育内容の支援 

     利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育の適切な提供に必

要な事業者等に対する相談、助言その他の保育の内容に関する支援を行うこと。 

   イ 代替保育の提供 

     必要に応じて、代替保育（職員の病気、休暇等により保育を提供することがで

きない場合に、当該事業者等に代わって提供する保育）を提供すること。 

   ウ 卒業後の受け皿 

     当該事業者等を利用する乳幼児が３歳に達した後、保護者の希望に基づき、引

き続き当該連携施設において受け入れて教育又は保育を提供すること。 

※卒園後の通園利便性などを考慮し、事業所の近隣で確保するのが望ましい。 

 

５ 選定方法等 

（１）市が設置する「那珂市保育所等運営者選定委員会」において、上記の「３ 応募資格」

及び「４ 整備・運営等の条件」の条件を満たした者について、次の５項目を柱とした

評価基準により点数化した評価に基づき、本市の設置・運営事業者候補者として選定
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し、市長が決定します。選定結果については、全ての応募者に対して通知します。 

 

【評価項目】 

①保育に係る理念・方針について 

②保育に係る運営計画及び資金計画について 

③地域貢献や近隣住民等との関係性について 

④施設計画及び整備予定地について 

⑤法人等の実績、財務状況について 

 

（２）選定に当たっては、同時期に募集している、那珂市認可保育所（分園・増築）設置・

運営者と同時に評価し、上位２事業者を選定します。ただし、上位２事業者が認可保

育所等（分園・増築）となった場合は、１事業者は、次点の小規模保育事業者を選定

します。 

             

（３）注意事項 

応募にあたっては、次の事項について十分留意してください。 

① 決定された設置・運営事業者は、原則辞退することはできないこと。 

② 決定された設置・運営事業者は、決定後に事業計画を変更することは原則認めな

いこと。（市への相談なしに変更をした場合、決定を取り消すことがあります。） 

③ 審査にあたり、必要に応じて説明や追加資料の提出を求める場合があること。 

④ 法人等から提出された計画内容によっては、決定事業者なしとすることもあるこ

と。 

     

６ 留意事項 

（１）施設整備に係る補助金等 

小規模保育事業所の創設については、本市の予算成立を条件として保育所等整備交

付金または保育対策総合支援事業費補助金を活用することができます。（国の要綱等改

正により、内容が変更になる場合があります。） 

詳細については、別添「小規模保育事業所に係る施設整備及び運営費等に関する補

助金等について」を参照してください。 

（２）地域住民等への説明 

事業予定地の隣接住民及び地権者並びに自治会等に対して事前に説明し、事業開始

後の運営が円滑に行えるよう、十分な理解や協力が得られるようにしておいてくださ

い。 

なお、「今回の説明は、那珂市地域型保育事業所設置・運営者の募集に応募するため

の事前説明であり、現時点では施設整備が確定したものではない。」旨を十分に説明し

てください。 

（３）その他 

① 虚偽の記載や重大な違背行為等があった場合は、選定の決定を取り消す場合があ

ること。 

② 土地の所有者、地域住民、その他関係者とのトラブルについて、市は損害賠償請
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求や求償、その他一切の責任を負わないこと。 

③ 応募に要する費用その他経費は、すべて応募者の負担とすること。 

④ 応募者から応募のため市に提出した書類は返却しないこと。 

⑤ 応募または選定後、やむをえない理由で計画内容の変更や、辞退をしようとする

場合は、事前に速やかに相談すること。 

⑥ 応募者が市に提出した書類等及び審査経過について、情報開示の請求のあった場

合は、個人情報以外は情報公開の対象となること。 

⑦ 市が必要と認めたときには、追加・補正資料の提出、内容の再説明等を求める場

合があること。 

 

７ 提出書類 

別紙１「提出書類一覧」のとおり提出してください。それぞれの様式について欄が不

足する場合にはサイズを調整して差し支えありませんが、できる限り簡略化に努めてく

ださい。 

提出していただいた書類は、締切日以降は原則として差替えを認めません。 

 

８ 応募手続 

（１）提出部数 １２部（正本１部、副本１１部） 

（２）提出期限  令和３年１１月１５日（月） 

（３）提出方法 提出部数を直接持参してください。なお、提出時に内容の確認を行います

ので、提出の際は日程調整のため事前にご連絡をお願いします。 

（４）提出及び問合せ先 

〒３１１－０１９２ 

茨城県那珂市福田１８１９番地５ 

那珂市保健福祉部こども課（保育グループ） 

電  話 ０２９－２９８－１１１１（内線２５２） 

ＦＡＸ ０２９－３５２－１０２１ 

     Ｅメールアドレス  kodomo@city.naka.lg.jp 

 

９質問及び回答 

（１）質問受付期間 

令和３年７月１２日（月）～令和３年９月３０日（木）午後５時まで 

（２）質問方法 

第２０号様式の「質問書」に記入の上、原則としてＥメールにより提出してくだ

さい。 

（３）回答方法 

回答は令和３年１０月１５日（金）までに、市ホームページに随時掲載します。

質問の内容によっては、回答に日数を要することがありますので、早めに提出して

ください。 
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１０ スケジュール 

事   項 日     程 

募集開始 令和３年６月２８日（水） 

質問受付期間 令和３年７月１２日（月）～９月３０日（木） 

提出期限 令和３年１１月１５日（月） 

応募者ヒアリング・書類審査 

事業者決定 

令和３年１２月上旬～１２月中旬 

（ヒアリング等の日時等については、別途通知し

ます。） 

選定結果の通知 令和４年１月 

※補助金を 

活用する 

場合 

補助金事前協議提出 令和４年１月下旬 

補助金の内示 令和４年４月 

補助金交付決定～入

札・契約・工事着手 
令和４年４月以降 

開   所 令和５年４月１日（予定） 

※保育所整備に伴う国の補助金を活用する場合につきましては、補助金内示等の関係で、

スケジュールより遅れる場合等もあります。 
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（別添） 

小規模保育事業所に係る施設整備及び運営費等に関する補助金等について 

 

【令和２年度保育所等整備交付金（小規模保育事業所）の概要】 

対象者 市町村が認めた者 

対象経費 施設の整備に必要な工事又は工事請負費（「対象外経費」に定める

費用を除く）及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要す

る費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計

監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の2.6％に相当す

る額を限度額とする。）、実施設計に要する費用、開設準備に必要な

費用、新たに土地を賃借して整備する場合に必要な賃借料（敷金を除

き礼金を含む。）、定期借地権契約により土地を確保し整備する場合

に必要となる権利金や前払地代などの一時金。 

ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目において別途交付

対象とする費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等と認

められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む。 

対象外経費 ・土地の買収又は整地に要する費用 

・既存建物の買収に要する費用 

・職員の宿舎に要する費用 

・その他施設整備として適当と認められない費用 

算定方法 ア 保育所等整備交付金交付要綱で定める基準により算出した基準額

の合計を交付基礎額とする。 

イ 対象経費の実支出額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除

した額を比較して少ない方の額の合計に保育所等整備交付金交付

要綱で定める国負担割合を乗じた額を算出する。 

ウ アにより算出した額とイにより算出した額を比較していずれか少

ない方の額の合計を国交付額とする。 

エ 国交付額に対する市負担割合分を合算した額を交付する。 

交付基準額 ○本体工事費 

補助基準額 71,400千円（上限額） 

○特殊付帯工事 10,830千円（上限額） 

「次世代育成支援対策施設交付金における特殊付帯工事の取り扱い

について」（平成20年6月12日雇児発0612004号）を準用。  

○設計料加算 国交付基準額の５％  

○開設準備加算 37千円（1人当り）×定員数 

○土地借料加算（賃借の場合） 16,100千円 

〇負担割合 事業者 １／４ 

※令和２年度補助基準額になりますので、令和４年度につきまして

は、補助額等が異なる場合があります。 
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【令和２年度保育対策総合支援事業費補助金（保育所等改修費等支援事業）の概要】 

対象者 子ども・子育て支援法第43 条に基づき、特定地域型保育事業者とし

て確認を受けることが予定されているもの。 

対象経費 賃貸物件等を活用した小規模保育事業所の新設等に必要な工事請

負費、原材料費、需用費（燃料費、印刷製本費、光熱水費及び修繕料）、

役務費（通信運搬費、手数料）、委託料、使用料及び賃借料（敷金を

除く。）、備品購入費、負担金、補助及び交付金 

対象外経費 ・国が別途定める国庫負担金、補助金、交付金の対象となる場合。 

・施設整備を目的とする場合（土地や既存建物の買収、土地の整地等

を含む）。 

算定方法 ア 保育対策総合支援事業費補助金交付要綱で定める基準額と対象経

費の実支出額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その

他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額を選定する。 

イ アにより算出した額に４分の３を乗じた額を交付する 

交付基準額 〇１事業所当たり  22,000,000 円 

〇負担割合 事業者 １／４ 

※令和２年度補助基準額になりますので、今回の補助対象でありま

す、令和４年度につきましては、補助額等が異なる場合があります。 

また、要件により基準額が変わる場合があります。 

 

②運営費等に関することについて 

 （１）給付費等の支払いについて 

    子ども子育て支援法の第２９条の規定に基づき、地域型保育給付費等を支給しま

す。 

 



 

 

 

 

 

那珂市認可保育所等（分園・増築） 

設置・運営者募集要項 
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資料３－４ 



- 1 - 

 

 

 

目  次 

 

１ 募集の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ2 

 

２ 対象施設等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ2 

 

３ 応募資格・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ2 

 

４ 整備・運営等の条件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ3 

 

５ 選定方法等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ4 

 

６ 留意事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ5 

 

７ 提出書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ6 

 

８ 応募手続・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ6 

 

９ 質問及び回答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ6 

 

１０ スケジュール・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

 

 

１ 募集の趣旨 

那珂市（以下「市」といいます。）では、０～２歳児の保育需要が当面の間、高い状態

で推移することが予測されることから、認可保育所等の分園または増築を整備することに

より、保育の供給体制を確保していきたいと考えています。 

この整備計画の一環として、現に市内で認可保育所、幼保連携型認定こども園を設置・

運営している法人で、分園の設置または既存施設の増築を希望する事業者（以下「設置・

運営事業者」といいます。）を募集し、応募事業者の提案内容、財務状況等を総合的に審査

した上で、提案の採択の可否をプロポーザル方式（企画立案方式）により決定します。 

選定された設置・運営事業者は、提案内容を基本として、設置・運営に向けた協議を市

と行うこととします。 

募集内容や応募方法などについて確認したい場合は、応募書類の提出に先立ち、事前の

質問相談をお受けします。なお、応募に伴う費用の一切は、応募者の負担となります。 

保育事業に熱意と責任のある皆様からのご応募をお願いします。 

 

２ 対象施設等 

（１）施設の種別   認可保育所、幼保連携型認定こども園の分園または増築 

           ※分園は、「本園移行型低年齢児分園」を基本とします。 

（２）対象地域   全  域 

※菅谷地区・五台地区については、重点整備区域として審査に反

映されます。 

（３）定 員   原則２９名（０～２歳児） 

 ※保育需要の推移によっては定員を超える入所を依頼することが

予想されることから、保育室は募集定員枠よりも余裕をもった

面積を確保するよう努めること。 

 ※０～２歳児の定員を増やすことにより、既存施設の３歳児以降

の定員変更やさらに増築が必要な場合は、応募相談にて市へ相

談してください。 

（４）開設の時期   令和５年４月１日 ※令和４年度（単年度）整備となります。 

 （早期に施設整備等が完了した場合は、令和５年４月１日以前の

開設が可能） 

（５）募 集 数   １か所予定 

      

３ 応募資格 

 次の条件をすべて満たしている法人とします。 

（１） 那珂市内で、認可保育所または幼保連携型認定こども園を設置・運営していること。 

（２）法人及び代表者が国税・地方税を滞納していないこと。 

（３）直近３年間の会計年度において、３年間連続して損失を計上していないこと。 
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（４）事業主体及び運営している幼児教育・保育に関する施設において、直近２年間に実

施された場合において、所管庁の監査、指導検査等において、文書指摘を受けていな

いこと。（ただし、文書指摘を受けていた場合であっても、適正な改善報告がなされて

いる場合は、指摘を受けていない場合と同様に取り扱います。） 

（５）那珂市暴力団排除条例（平成２３年那珂市条例第３１号）第２条第１号に規定する

暴力団でないこと。 

（６）役員等が那珂市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に

規定する暴力団員等でなくなった日から５年を経過していない者でないこと。 

（７）その他の法律等に抵触していないこと。 

（８）施設を利用する児童・保護者はもとより、地域との信頼関係を築くことができるこ

と。 

（９）社会福祉事業に熱意と見識を有し、良好な実績があること。 

（10）認可保育所等を運営するために必要な経営基盤及び社会的信望を有していること。 

（11）国が掲げる保育指針等を十分に理解し、市の保育行政について積極的に協力するこ

と。 

（12）那珂市小規模保育事業所設置・運営者に応募していないこと。 

    

４ 整備・運営等の条件 

施設の整備及び運営については、次の条件をすべて満たすことが必要です。ただし、

設備及び運営に関する基準等に関しては、施設の種別により規定している法令等により

ます。 

（１）施設の整備について 

① 整備予定地・建物は、法人が所有若しくは取得見込みであること。 

※ただし、やむを得ない事由がある場合は賃貸借を可とします。なお、賃貸借の場

合は、「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について」（平成

16年雇児発第0524002・社援発第0524008号通知 ※平成26年改正）によります。 

② 整備予定地・建物には、第三者の抵当権等、施設存続の支障となり得る権利設定

がないこと又はその権利の抹消が確実であること。 

③ 整備予定地は、公道に面していること又は進入路が確実に確保されていることと

し、また、緊急車両等が容易に進入できる幅員を確保されていること。 

④ 整備予定地・建物が建築基準法、都市計画法、消防法及びその他関係法令等の基

準を満たしていること。 

⑤ 都市計画法における開発行為に関する届出が必要な場合には、事前に担当部署と

協議を行っていること。 

⑥ 「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」（昭和23年厚生省令第63号）、「児

童福祉法に基づき児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成

24年茨城県条例第61号）、「保育所分園の設置運営について」（平成10年 4月 9日

児発第302号）、幼保連携型認定こども園において新たに分園を設置する場合の取り

扱いについて（平成28年8月8日府子本第555号・28文科初第682号・雇児発0808

第 1号）及び「那珂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例」（令和元年条例第26号）を満たすこと。 
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⑦ 本園と分園の距離については、通常の交通手段により３０分以内の距離を目安と

すること。 

⑧ 災害（水害、土砂災害、津波等）に対する安全性が確保されていること。 

⑨ 設計にあたっては、園舎・園庭の配置や駐車場・駐輪場の確保等近隣の住環境へ

の影響を十分考慮した計画とすること。 

 

（２）運営について 

① 運営において、児童福祉法、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号)、

那珂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例、「保育所分園の設置運営について」、幼保連携型認定こども園において新たに分

園を設置する場合の取り扱いについて及びその他関係法令等を遵守しかつ市の指導

に従うこと。 

② 当該施設に係る土地、建物及び備品等の維持管理に要する費用は、事業者自らが

負担すること。 

③  保護者及び地域関係者の要請に応じ、地域に根ざした運営に努めること。 

④  当該施設に勤務する職員の資質向上とあわせ、適切な処遇を図ること。 

（３）保育内容 

 ① 保育所保育指針（平成２９年厚生労働省第１１７号）または幼保連携型認定こど

も園教育・保育要領（平成２９年内閣府・文部科学省・厚生労働省第１号）に沿っ

た保育の内容を基本とし、地域の保育ニーズに対応したものとすること。 

 ② ０歳児（産休明け）から２歳児までのすべての児童を受け入れること。 

 ③ 延長保育事業は、保護者のニーズに対応した時間帯で実施すること。 

  ※延長保育事業以外にも、障がい児の受け入れや休日保育事業など地域子ども・子

育て支援事業を積極的に提案してください。ただし、実施事業の決定にあたり、市

との協議を経ることが必要です。 

（４）開所日等 

  ①開所日  

日曜日、祝日及び１２月２９日から１月３日までを除く月曜日から土曜日まで 

  ②開所時間  

午前７時００分から午後６時まで１１時間開所 

    ※標準的な時間帯であり、保育ニーズの実態に合わせて開園の時間帯を連続した

１１時間としたうえで調整することは妨げません。 

 

５ 選定方法等 

（１）市が設置する「那珂市保育所等運営者選定委員会」において、上記の「３ 応募資格」

及び「４ 整備・運営等の条件」の条件を満たした者について、次の５項目を柱とした

評価基準により点数化した評価に基づき、本市の設置・運営事業者候補者として選定

し、市長が決定します。選定結果については、全ての応募者に対して通知します。 

 

【評価項目】 

①保育に係る理念・方針について 
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②保育に係る運営計画及び資金計画について 

③地域貢献や近隣住民等との関係性について 

④施設計画及び整備予定地について 

⑤法人等の実績、財務状況について 

 

（２）選定に当たっては、同時期に募集している、那珂市小規模保育事業所設置・運営者

と同時に評価し上位２事業者を選定します。ただし、上位２事業者が認可保育所等（分

園・増築）となった場合は、１事業者は、次点の小規模保育事業者を選定します。 

          

（３）注意事項 

応募にあたっては、次の事項について十分留意してください。 

① 決定された設置・運営事業者は、原則辞退することはできないこと。 

② 決定された設置・運営事業者は、決定後に事業計画を変更することは原則認めな

いこと。（市への相談なしに変更をした場合、決定を取り消すことがあります。） 

③ 審査にあたり、必要に応じて説明や追加資料の提出を求める場合があること。 

④ 法人等から提出された計画内容によっては、決定事業者なしとすることもあるこ

と。 

     

６ 留意事項 

（１）施設整備に係る補助金等 

分園または増築の整備については、本市の予算成立を条件として保育所等整備交付

金を活用することができます。（国の要綱等改正により、内容が変更になる場合があり

ます。） 

詳細については、別添「認可保育所等（分園・増築）に係る施設整備及び運営費等

に関する補助金等について」を参照してください。 

（２）地域住民等への説明 

事業予定地の隣接住民及び地権者並びに自治会等に対して事前に説明し、事業開始

後の運営が円滑に行えるよう、十分な理解や協力が得られるようにしておいてくださ

い。 

なお、「今回の説明は、那珂市認可保育所等（分園・増築）設置・運営者の募集に応

募するための事前説明であり、現時点では施設整備が確定したものではない。」旨を十

分に説明してください。 

（３）その他 

① 虚偽の記載や重大な違背行為等があった場合は、選定の決定を取り消す場合があ

ること。 

② 土地の所有者、地域住民、その他関係者とのトラブルについて、市は損害賠償請

求や求償、その他一切の責任を負わないこと。 

③ 応募に要する費用その他経費は、すべて応募者の負担とすること。 

④ 応募者から応募のため市に提出した書類は返却しないこと。 

⑤ 応募または選定後、やむをえない理由で計画内容の変更や、辞退をしようとする

場合は、事前に速やかに相談すること。 
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⑥ 応募者が市に提出した書類等及び審査経過について、情報開示の請求のあった場

合は、個人情報以外は情報公開の対象となること。 

⑦ 市が必要と認めたときには、追加・補正資料の提出、内容の再説明等を求める場

合があること。 

 

７ 提出書類 

別紙１「提出書類一覧」のとおり提出してください。それぞれの様式について欄が不

足する場合にはサイズを調整して差し支えありませんが、できる限り簡略化に努めてく

ださい。 

提出していただいた書類は、締切日以降は原則として差替えを認めません。 

 

８ 応募手続 

（１）提出部数 １２部（正本１部、副本１１部） 

（２）提出期限  令和３年１１月１５日（月） 

（３）提出方法 提出部数を直接持参してください。なお、提出時に内容の確認を行いま

すので、提出の際は日程調整のため事前にご連絡をお願いします。 

（４）提出及び問合せ先 

〒３１１－０１９２ 

茨城県那珂市福田１８１９番地５ 

那珂市保健福祉部こども課（保育グループ） 

電  話 ０２９－２９８－１１１１（内線２５２） 

ＦＡＸ ０２９－３５２－１０２１ 

     Ｅメールアドレス  kodomo@city.naka.lg.jp 

 

９ 質問及び回答 

（１）質問受付期間 

令和３年７月１２日（月）～令和３年９月３０日（木）午後５時まで 

（２）質問方法 

第２０号様式の「質問書」に記入の上、原則としてＥメールにより提出してくだ

さい。 

（３）回答方法 

回答は令和３年１０月１５日（金）までに、市ホームページに随時掲載します。

質問の内容によっては、回答に日数を要することがありますので、早めに提出して

ください。 
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１０ スケジュール 

事   項 日     程 

募集開始 令和３年６月２８日（水） 

質問受付期間 令和３年７月１２日（月）～９月３０日（木） 

提出期限 令和３年１１月１５日（月） 

応募者ヒアリング・書類審査   

事業者決定 

令和３年１２月上旬～１２月中旬 

（ヒアリング等の日時等については、別途通知し

ます。） 

選定結果の通知 令和４年１月 

※補助金を 

活用する 

場合 

補助金事前協議提出 令和４年１月下旬 

補助金の内示 令和４年４月 

補助金交付決定～入

札・契約・工事着手 
令和４年４月以降 

開   所 令和５年４月１日（予定） 

※保育所整備に伴う国の補助金を活用する場合につきましては、補助金内示等の関係で、

スケジュールより遅れる場合等もあります。 
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（別添） 

認可保育所等（分園・増築）に係る施設整備及び運営費等に関する補助金等について 

 

【令和２年度保育所等整備交付金（分園及び増築）の概要】 

対象者 市町村が認めた者 

対象経費 施設の整備に必要な工事又は工事請負費（「対象外経費」に定める

費用を除く。）及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要

する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設

計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の2.6％に相当

する額を限度額とする。）、実施設計に要する費用、開設準備に必要

な費用、新たに土地を賃借して整備する場合に必要な賃借料（敷金を

除き礼金を含む。）、定期借地権契約により土地を確保し整備する場

合に必要となる権利金や前払地代などの一時金。ただし、別の補助金

等又はこの種目とは別の種目において別途交付対象とする費用を除

き、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められる委託費、分

担金及び適当と認められる購入費等を含む。 

対象外経費 ・土地の買収又は整地に要する費用 

・既存建物の買収に要する費用 

・職員の宿舎に要する費用 

・その他施設整備として適当と認められない費用 

算定方法 ア 保育所等整備交付金交付要綱で定める基準により算出した基準額

の合計を交付基礎額とする。 

イ 対象経費の実支出額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除

した額を比較して少ない方の額の合計に保育所等整備交付金交付

要綱で定める国負担割合を乗じた額を算出する。 

ウ アにより算出した額とイにより算出した額を比較していずれか少

ない方の額の合計を国交付額とする。 

エ 国交付額に対する市負担割合分を合算した額を交付する。 

交付基準額 ○本体工事費（21～30名） 

補助基準額 74,900千円（上限額） 

○特殊付帯工事 10,830千円（上限額） 

「次世代育成支援対策施設交付金における特殊付帯工事の取り扱い

について」（平成20年6月12日雇児発0612004号）を準用。  

○設計料加算 国交付基準額の５％  

○開設準備加算 28千円（1人当り）×定員数 

○土地借料加算（賃借の場合） 16,100千円 

〇負担割合 事業者 １／４ 

※令和２年度補助基準額になりますので、令和４年度につきまして

は、補助額等が異なる場合があります。 

 また、要件により基準額が変わる場合があります。 

 

 



- 9 - 

 

②運営費等に関することについて 

 （１）給付費等の支払いについて 

    子ども子育て支援法の第２７条の規定に基づき、幼保連携型認定こども園にあっ

ては施設型給付費等を、認可保育所にあっては同法附則第６条の規定に基づき、委

託費を支払います。 

 



令和３年４月１日現在保育施設等利用状況 資料３－５

◆管内保育施設の入所状況

計 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

定員 1,084 93 167 194 214 213 203

入所者数 1,045 34 162 206 219 210 214

市　民 998 34 156 202 205 199 202

市外住民 47 0 6 4 14 11 12

入所率（％） 96.4 36.56 97.01 106.19 102.34 98.59 105.42

◆待機児童に計上されない入所保留者の状況

計 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

理　由 33 1 17 11 2 2 0

兄弟同時同園希望 0

保育園指定 18 12 4 1 1

転園希望 5 2 3

育休延長希望 1 1

求職停止 8 1 2 3 1 1

企業主導型 1 1

◆令和３年４月１日現在の保育ニーズ・教育ニーズ

計 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

R3.4.1人口 2,235 292 340 370 406 391 436

入所者数（市民） 998 34 156 202 205 199 202

市外利用者数 89 2 17 19 13 24 14

４月入所保留者数 33 1 17 11 2 2 0

保育ニーズ（％） 50.11 12.67 55.88 62.7 54.19 57.54 49.54

幼稚園利用 440 103 146 191

教育ニーズ（％） 35.69 25.37 37.34 43.81


